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第１ 趣 旨

北海道表彰規則（平成１０年北海道規則第３１号。以下「規則」という。）に基

づく本庁の各部局が所管する表彰事務の取扱いに関しては、別に定めるもののほか、

この要領の定めるところによる。

（表彰状による表彰）

第２ 表彰の基準等

１ 表彰の対象は、原則として生存者とする。ただし、前回の表彰決定後に死亡し

た者で、特に功績が顕著な者については表彰の対象とすることができる。

２ 表彰の種類、表彰の基準及び表彰者数は、別表第１のとおりとする。ただし、

在職（従事）年数の換算率、通算方法等の細部の審査基準は所管部局において定

めるものとする。

なお、基準年数に満たなくとも、近似の年数であり、かつ、功績が対象者と同

程度と認められる場合は対象にできるものとする。

３ 前項の基準に該当するものであっても、次の各号の一に該当するものは、表彰



の対象としないものとする。

(1) 破産者で復権を得ない者

(2) 刑事事件に関して、現に起訴されている者

(3) 禁固以上の刑に処せられ、その執行が終わった日から１０年を経過しない者

(4) 罰金刑に処せられ、その執行が終わった日から５年を経過しない者

(5) 執行猶予つきの刑では、当該執行猶予期間を経過しない者

(6) その他表彰することが適当でないと認められるもの

４ 国の表彰等を受けた者は、原則として当該表彰等と同一の事績によっては表彰

しないものとする。ただし、北海道功労賞については、この限りでない。

５ 前各項に定める表彰の基準等により難い場合は、事前に人事課給与服務担当課

長に協議するものとする。

第３ 表彰状を受けるものの審査等

１ 人事課給与服務担当課長は、北海道功労賞を受けるべき個人又は団体について

は、北海道功労賞表彰候補者選考委員会の選考に基づき、別記様式１の選考調書

を作成し、表彰に係る功績等を審査するものとする。

２ 文化振興課長又はスポーツ振興課長は、栄誉賞又は栄誉をたたえて（以下「栄

誉賞等」という。）を受けるべき個人又は団体があると認めるときは、別記様式

１の選考調書を作成し、表彰に係る功績等を審査するとともに、人事課給与服務

担当課長に合議するものとする。

３ 文化振興課長は、北海道文化賞又は北海道文化奨励賞（以下「北海道文化賞

等」という。）を受けるべき個人又は団体については、北海道文化審議会の意見

に基づき、別紙様式１の選考調書を作成し、表彰に係る功績等を審査するものと

する。

４ 科学技術振興課長は、北海道科学技術賞又は北海道科学技術奨励賞（以下

「北海道科学技術賞等」という。）を受けるべき個人又は団体については、北

海道科学技術審議会の意見に基づき、別記様式１の選考調書を作成し、表彰に係

る功績等を審査するものとする。

５ 所管部局の課長は、北海道社会貢献賞、北海道産業貢献賞又は北海道善行賞を

を受けるべき個人又は団体があると認めるときは、別記様式１の選考調書を作成

し、表彰に係る功績等を審査するものとする。

なお、課長による審査に代えて、所管部局ごとに選考委員会を設けて審査する



ことができるものとする。

６ スポーツ振興課長は、北海道スポーツ賞を受けるべき個人又は団体については、

北海道スポーツ推進審議会の意見に基づき、別紙様式１の選考調書を作成し、表

彰に係る功績等を審査するものとする。

第４ 表彰状を受けるものの決定

１ 次の各号に掲げる表彰を受けるものについては、知事が決定するものとする。

(1) 北海道功労賞

(2) 栄誉賞等

(3) 北海道文化賞等

(4) 北海道科学技術賞等

２ 前項の各号以外の表彰を受けるものについては、原則として所管部局の長が決

定するものとする。ただし、所管部局において、道政の重要施策への関連や時期

の話題性等により、重要な表彰と認めるものについては、知事が決定するものと

する。

第５ 受賞者の公表

受賞者の公表に係る事務は人事課において行うこととし、所管部局の課長は、受

賞者の決定後、速やかに別記様式２の受賞者決定通知書により人事課給与服務担当

課長に報告することとする。

第６ 旅費の支給

表彰を受けるものには、原則として旅費を支給しないものとする。ただし、特別

の事情がある場合は、人事課給与服務担当課長と協議の上、支給することができる

ものとする。

第７ 受賞者台帳の整備

所管部局においては、受賞者の住所、氏名、主な経歴、表彰の事由その他必要と

認める事項について台帳を作成し、備え置くものとする。

第８ 表彰に係る要綱等の合議

所管部局において表彰事務に係る要綱等を制定し、又は改廃しようとする場合は



人事課給与服務担当課長に合議するものとする。

（感謝状による表彰）

第９ 所管部局

この要領に定めるもののほか、感謝状の贈呈に関する事務は、当該贈呈の対象と

なる功績に係る事務を所管する部局において行うものとする。

第10 感謝状を受けるものの決定

１ 感謝状を受けるものについては、所管部局において選考し、所管部局の長が決

定するものとする。ただし、所管部局において、道政の重要施策への関連や時期

の話題性等により、重要な感謝状と認めるものについては、知事が決定するもの

とする。

なお、新たに感謝状を贈呈する場合は、感謝状を受けるものについて所管部局

において選考し、人事課給与服務担当課長に合議するものとする。

２ 前年度に感謝状を贈呈したものの実績について、別記様式３により４月３０日

までに人事課給与服務担当課長に報告するものとする。

（賞状による表彰）

第11 所管部局

この要領に定めるもののほか、賞状の贈呈に関する事務は、当該贈呈の対象とな

る功績に係る事務を所管する部局において行うものとする。

第12 賞状の贈呈

１ 新たに賞状を贈呈しようとする場合は、贈呈の趣旨及び賞状を受けるものの決

定方法等について、人事課給与服務担当課長に合議するものとする。

２ 賞状による表彰のうち、外部への出賞で、表彰の対象となる事業が次の各号の

いずれかに該当する場合は、出賞の対象とはしないものとする。

(1) 主催するものの営利を主眼とする事業又は公共の福祉に反すると認められる

事業

(2) 個人が主催する事業

第13 賞状を受けるものの審査等



１ 賞状を受けるもの（外部への出賞の場合を除く。）については、所管部局にお

いて表彰に係る功績等を審査し、所管部局の長が決定するものとする。ただし、

所管部局において、道政の重要施策への関連や時期の話題性等により、重要な賞

状と認めるものについては、知事が決定するものとする。

２ 外部に出賞する場合においては、所管部局は賞状を受けたものについて、主催

者から報告を受けるものとする。

３ 前年度に賞状を贈呈したものの実績について、別記様式３により４月３０日ま

でに人事課給与服務担当課長に報告するものとする。

第14 賞品又は賞金のみの贈呈による表彰

賞状に代えて賞品又は賞金を贈呈して表彰する場合においては、第１５の３の規

定を準用する。

なお、この場合において、優勝旗、カップ、トロフィー等は、原則として持ち回

りとする。

（その他）

第15 副 賞

１ 表彰状による表彰（栄誉賞等を除く。）の副賞の額は、次によるものとする。

ただし、特にこれによりがたいと認められる場合は、人事課給与服務担当課長と

協議の上、当該副賞の額を増額することができる。

表 彰 の 種 類 副 賞 の 額

北 海 道 功 労 賞 １００，０００円

北 海 道 文 化 賞 ８０，０００円

北 海 道 文 化 奨 励 賞 ４０，０００円

北 海 道 科 学 技 術 賞 ８０，０００円

北海道科学技術奨励賞 ４０，０００円

北 海 道 社 会 貢 献 賞 ８，０００円

北 海 道 産 業 貢 献 賞 ８，０００円

北 海 道 善 行 賞 ８，０００円

北 海 道 ス ポ ー ツ 賞 ８，０００円

２ 栄誉賞等の副賞の額は、その都度知事が定める。

３ 感謝状又は賞状による表彰の副賞の額は５，０００円以内とする。ただし、特



にこれによりがたいと認められる場合は、人事課給与服務担当課長と協議の上、

増額することができるものとする。

第16 表彰状等

１ 表彰状、感謝状及び賞状は、別表第２のとおりとする。ただし、特別の事情が

ある場合は、当該表彰状等の規格によらないことができる。

２ 前項に定める表彰状等の用紙は、人事課において作成し、交付する。ただし、

Ａ２判の用紙はこの限りではない。

なお、表彰状等の浄書に係る事務は所管部局において行うものとする。

附 則（平成１０年４月１日人事第４０号）

この要領は、平成１０年４月１日から施行する。

附 則（平成１０年８月２８日人事第５３８号）

この要領は、平成１０年８月２８日から施行する。

附 則（平成１０年９月１日人事第５５４号）

この要領は、平成１０年９月１日から施行する。

附 則（平成１１年４月１日人事第３９号）

この要領は、平成１１年４月１日から施行する。

附 則（平成１１年７月２３日人事第４０３号）

この要領は、平成１１年７月２３から施行する。

附 則（平成１２年３月３１日人事第１１５４号）

この要領は、平成１２年４月１日から施行する。

附 則（平成１３年４月１日人事第１１７９号）

この要領は、平成１３年４月１日から施行する。

附 則（平成１３年５月１０日人事第１６７号）

この要領は、平成１３年５月１０日から施行する。

附 則（平成１４年３月２８日人事第１０７７号）

この要領は、平成１４年４月１日から施行する。

附 則（平成１５年３月２５日人事第１１７７号）

この要領は、平成１５年４月１日から施行する。

附 則（平成１６年３月２５日人事第１０８９２号）

この要領は、平成１６年４月１日から施行する。



附 則（平成１６年５月１８日人事第２７２号）

この要領は、平成１６年５月１８日から施行する。

附 則（平成１７年３月２８日人事第１６９３号）

この要領は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年３月３１日人事第２１２６号）

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成２０年４月３０日人事第２３９号）

この要領は、平成２０年５月１日から施行する。

附 則（平成２１年３月３０日人事第２０４１号）

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則（平成２２年３月２９日人事第２１１０号）

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則（平成２４年３月２７日人事第２２５７号）

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則（平成２５年３月２８日人事第２２３０号）

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２５年６月２８日人事第５９４号）

この要領は、平成２５年６月２８日から施行する。

附 則（平成２６年３月２８日人事第２３６０号）

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則（平成２７年３月２４日人事第２４０９号）

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（平成２８年３月３１日人事第２７３３号）

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則（平成３０年３月２８日人事第２５３０号）

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則（令和２年５月７日人事第２５８号）

この要領は、令和２年５月７日から施行する。

附 則（令和３年３月２９日人事第２５６９号）

この要領は、令和３年４月１日から施行する。



別表第１

表彰の基準及び表彰者数

所管部 経 済 部

表 彰 の 種 類 表 彰 の 対 象 表 彰 の 基 準 表彰者数

北海道社会貢献賞 障がい者雇用関 障がい者雇用優良事業所及び障がい者の雇用促進に貢献 ３

係功労者 した団体又は個人で、その業績が顕著なもの

（事業所、団体、個人） １０年以上

建設雇用改善 建設労働者の雇用改善に積極的な活動を展開し、その効 ４

優良事業所 果が顕著な中小建設事業所

北海道産業貢献賞 商工鉱業関係 商工鉱業功労者 ６０

功労者 （ 個 人 ） ２０年以上

（鉱業（坑内）関係従業員について

は１０年以上）

（ 役 員 ） １５年以上

（ 団 体 ） １０年以上

観光事業関係 観光事業功労者 １０

功労者 （ 個 人 ） ２０年以上

（ 役 員 ） １５年以上

（ 団 体 ） １０年以上

労働関係功労者 認定職業訓練功労者 １０年以上 １３

卓越した技能者 ２５年以上 ２４

北 海 道 善 行 賞 優良勤労障がい 障がい者の就職者で他の模範となるもの ４

者


